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会社概要

設 立：１９７２年４月２１日

資 本 金：２２億９，７４３万円

事業内容：総合リース業

従 業 員：１２８名

発行済株式数

普 通 株 式：８，６７９，８００株

A種優先株式：１，９５０，０００株
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会社沿革

１９７２年 ４月 中道リース株式会社 設立

（資本金２，０００万円）

１９８６年１２月 札幌証券取引所 上場

（資本金４億４，８００万円）

１９８８年 ６月 資本金を７億９，９２０万円に増資

２００２年 １月 ＩＳＯ９００１認証取得

２００６年 ５月 資本金を２２億９，７４３万円に増資

２００８年１２月 ＩＳＯ１４００１認証取得（本社）
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本社：札幌

旭川支店

帯広支店

函館支店

苫小牧支店

釧路営業所

道内６拠点

仙台支店

青森支店

盛岡支店

郡山支店

山形営業所

東北５拠点

東京支店

大宮支店

横浜支店

千葉支店

水戸営業所

関東５拠点

事業拠点 全１６拠点
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リースとレンタルの違い

常時在庫ありお客様の指定により調達する物件の調達

リース料金より割高

契約更新の場合も料金不
変

保険料や固定資産税も含んでいる
ので実質的には他と比べて安い

リース期間満了後の再リース料は
割安

料金

不特定多数の相手先特定の相手先お客様

汎用性のある特定の動産汎用性のある動産対象物件

認める認めない中途解約

一時的に使用する場合機械設備のように比較的長期に使
用する場合使用目的

日、週、月単位で短期間通常２年以上の長期契約契約期間

レンタルリース項目/種類
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契約の種類（当社の商品）

リース契約

割賦契約

金融契約

スペースシステム契約
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リースの仕組み

地方
自治体

保険
会社

中道リース

お客様 メーカーや
販社等

1.お
申
込
み

7.リ
ー
ス
料
の
お
支
払
い

2.リ
ー
ス
契
約

4.売
買
契
約

3.発
注

6.代
金
お
支
払
い

保険契約

5.納入

固定資産税
納付
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輸送用機械 観光バス
５０人乗り大型観光バス(約４千万円)
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建設機械 ホイールローダ
積み込み機械(約３千万円)



10

医療機器 ガンマーナイフ

放射線による腫瘍除去装置（約５億円）
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営業体制

社長

北海道
営業
統括部

(リース・割賦・金融)

東日本
営業
統括部

(リース・割賦・金融)

スペース
システム
事業部

営業支援
グループ
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北海道営業統括部 リース・割賦・金融契約

地域に密着した営業活動を行う部門
札幌支店・旭川支店・函館支店
帯広支店・苫小牧支店・釧路営業所

業界や商品の専門性に特化した部門
サービス事業・商業施設関連営業部 営業課
医療関連営業部 営業課
車両営業部 営業課
環境関連営業支援担当
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東日本営業統括部 リース・割賦・金融契約

地域に密着した営業活動を行う部門
東北営業部：仙台支店・青森支店・盛岡支店

郡山支店・山形営業所
東京支社：東京支店・横浜支店・千葉支店

大宮支店・水戸営業所

業界や商品の専門性に特化した部門（東京支社）
サービス事業・商業施設関連営業部 東京営業課
医療関連営業部 東京営業課・企画推進課
環境関連営業支援担当
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スペースシステム事業部

１９９０年より始まった、当社オリジナルの不動産活用
システムです。

不動産の所有形態・運営形態により、様々な活用方法
をご提案しています。

郊外型複合商業施設開発に特化し、２０年間培ってき
た実績を背景に更なる進化を目指しています。

運営店舗５０箇所１２３店舗(北海道１０２店、東北１９店、
関東２店)
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スペースシステムの仕組み

建物転賃貸方式

土地建物自社所有方式

借地を利用した開発方式

中道リース
オーナー様

(地主様)
ユーザー様
(テナント様)

土地のみを賃貸する方式

ショッピングセンター共同開
発方式

PFI方式

主に6つの開発方式
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複合商業施設 滝川市東町
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営業部門の様々な取り組み

毎年業界の研究や新しい商品開発のため研究会・専門部会を設置
本年度は下記の４つを設置

1. 農業関連商品検討委員会
「農業業界や関連商品の研究と実践」

2. 環境関連委員会
「環境商品の検討」「国内クレジットの仕組み作り」

3. ニュービジネス＆社内活性化委員会
「各部門の垣根を越え、横断的に社内における各種問題、課
題を抽出し、解決への提言を行う」

4. 物件担保価値検討委員会
「物件担保価値の定期的な検証と新しい物件の検討」
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商品別構成比 ２０年前との比較
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契約種類別受注高推移
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売上高推移
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リース会社の受注と売上の関係

各年の受注高

2010年度分の売上は各年の を足したもの

2012年
売上計上分

2013年
売上計上分

2010年
売上計上分

2011年
売上計上分

2014年
売上計上分

2012年
売上計上分

2009年
売上計上分

2013年
売上計上分

2011年
売上計上分

2010年
売上計上分

2012年
売上計上分

2011年
売上計上分

2010年
売上計上分

2009年
売上計上分

2008年
売上計上分

2011年
売上計上分

2010年
売上計上分

2009年
売上計上分

2008年
売上計上分

2007年
売上計上分

2010年
売上計上分

2009年
売上計上分

2008年
売上計上分

2007年
売上計上分

2006年
売上計上分

2010年
売上計上分



22

契約種類別構成比率 （2010年1月期）

リース契約
55%

割賦契約
40%

金融契約
5%



23

地区別構成比率 （2010年1月期）

関東
20%

東北
25%

北海道
55%
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決算予想（２０１０年１２月期）

２１０１２０９１当期純利益

４２０２４０１６２経常利益

２９，４００１４，８００７，５２８売上高

通期予想第２四半期

予想

第１四半期

実績

単位：百万円
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我が社を取りまく環境

経済環境：世界規模の大不況による経済環境の悪化、
人口減少と少子高齢化

リース業界：会計基準の変更、市場の収縮

法律や制度の変化：金融商品取引法・貸金業法、
国際会計基準・時価会計

企業の社会的責任：コンプライアンス、情報開示

競合を勝ち抜くには・・・
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中道リースの更なる発展のために

資金調達の
量的拡充・
品質向上

新たな地域・業
種・業界・商品
のチャレンジ

部門毎の
収益の改

善

与信管理
の強化

営業の
転換（質
の追求）

自律と連携
を兼ね備え
た組織

中期計画
(３ヵ年)
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自己資本と自己資本比率の推移
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ＲＯＡ（総資産利益率）
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経営の理念と目的 １９７２年４月２１日制定

経営の理念

わが社は事業を通じ、社会の発展に貢献する

経営の目的

業績を高め、株主の期待に応える。

従業員の生活の向上と働きがいある企業づくりをめざ
す。

取引先との共存共栄をはかり、社会との連携を深める。
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企業倫理方針 ２００３年４月８日制定

法令を遵守し、公正で良識ある企業活動を行なう

取引先・関係先との信頼関係を築き、相互の発展を図
る

社員の人格・個性を尊重し、豊かな職場環境を作る

環境問題を配慮し、地域社会への貢献をめざす
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品質方針 ２００２年１月認証取得 ＩＳＯ９００１：２００８

1.地域の営業基盤を強化すると共に顧客サービスの継

続的改善を目指します。

※顧客ニーズへの適切な対応

※迅速な顧客対応

2.営業資産の健全化と与信管理の充実をはかります。
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環境方針 ２００８年１２月認証取得ＩＳＯ１４００１：２００４

天然資源の枯渇防止を目的とし、循環型社会の形成に
寄与します。

省資源・省エネルギー・再資源化の推進

環境汚染予防の推進
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内部監査とコンプライアンス体制
１９８４年９月１日制定

ISO品質・環境監査と、社内規程に基づく業務監査を、
各事業所にて毎年実施 (ISO環境監査は本社のみ)

監査の結果、問題点の指摘、改善の有無を確認

次回監査で改善実施の確認

四半期毎に全社員のコンプライアンスの意識チェック

半期毎に各部署にて社員の実施状況をチェック
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従業員の心得 １９７５年７月２１日制定

自己の職務を通じ、社会の発展により大きく貢献してい
こう。

感謝の精神を忘れず、サービスの向上に努め、顧客の
満足をはかろう。

旺盛な開拓精神をもって、積極的に仕事を進めよう。

自己の創造力を最大限に発揮し、より高度な仕事に挑
戦しよう。

強固な正義心をもち、常に正々堂々と行動しよう。

誠実にして良識の人となるよう励もう。
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将来の事象に関する記述についての注意事項

本資料は公開日における当社に関する公開情報及び、当社が本資
料の作成時点において行った将来の業績に関する見通しに基づき記載
されています。これらの記載は将来の業績を保証するものではなく、一
定のリスクや不確実性を内包しております。

従って、将来の実績が本資料に記載された見通しや予測と大きく異
なることになる可能性があることをご承知おきください。

内容の正確さについては細心の注意を払っておりますが、掲載され
た情報の誤りによって生じた障害等に関しまして、当社は一切責任を負
うものではありませんのでご了承ください。

また、この説明会資料は投資勧誘を目的としたものではありません。
投資に関する決定は利用者ご自身のご判断において行われるようお願
いいたします。

ご清聴ありがとうございました


